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別記第２号様式 

千葉県企業局柏井浄水場一般競争入札公告 第３号 

北総浄水場電気設備修繕工事の一般競争入札の実施について 

入札公告（個別編） 

 

 地方自治法第234条第１項の規定により本工事の一般競争入札を実施するものとし、次のとおり公告

する。また、本入札公告のほか、入札公告（共通編）を併せて公告する。 

 なお、この入札は、ちば電子調達システムに係る電子入札システム（以下「電子入札システム」と

いう。）により執行する。 

 

令和８年８月１４日 

 

                       千葉県企業局柏井浄水場長 作山 雄一 

 

１ 一般競争入札に付する事項 

（１）工事概要 

工 事 名 北総浄水場電気設備修繕工事 

工 事 箇 所 印西市竜腹寺２９６ 北総浄水場内 

予 定 価 格 ４６，５６３，０００円（税込み） 

工事の種類 電気工事 

工 事 期 限 令和１０年３月１８日 

工 事 概 要 

【工事目的】 

本工事は、北総浄水場電気設備の機能、性能維持のため、劣化部品等の交換修繕を行

うものである。 

 

【工事概要】 

・高圧インバータ盤修繕工 一式 

・汚水返送ポンプ盤修繕工 一式 

主 要 資 材  － 

（２）入札方式及び落札者決定方式 

   本案件は、入札参加資格の審査を入札執行後に行う方式（事後審査Ⅱ型）により入札を執行す

る工事である。 

   また、入札書及び工事費内訳書の提出時に、技術資料を受け付け、企業の技術力と価格の双方

を総合的に評価して落札者を決定する総合評価方式を適用する工事である。 

入 札 方 式 一般競争入札（事後審査Ⅱ型） 

落札者決定方式 総合評価方式（特別簡易型 C） 

適用するダンピング対策 ☐最低制限価格制度 ・ 低入札価格調査制度 

積算基準の適用 
☐ 土木・☐ 土木(電気通信編・機械編)・☐ 営繕・  下水(土木を除く)  

・☐千葉県企業局積算基準(水道編)・☐ その他(電気通信編・機械編) 

 ※ 入札公告（共通編）の参考を参照し、積算基準に対応した最低制限価格又は調査基準価格の算定方法

を確認すること。 
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（３）入札日程 

入札手続き 期  日（開始日～期限日） 

入札公告期間 令和８年８月１４日（金）～令和８年９月３日（木） 

設計図書等の縦覧期間※１ 令和８年８月１４日（金）～令和８年９月８日（火） 

質問受付期間※１ 令和８年８月１７日（月）～令和８年８月２７日（木） 

質問回答日 令和８年９月２日（水） １７：００ 

資格確認申請受付期間※２ 
(申請書及び資格確認資料) 

令和８年９月４日（金）～令和８年９月８日（火） 

資格確認通知日※３ 令和８年９月９日（水） 

入札書受付期間※２ 
(入札書、工事費内訳書) 

※総合評価方式を適用する工事の場

合、当該期間内に技術資料を提出 

令和８年９月１０日（木）～令和８年９月１１日（金） 

開札日 令和８年９月１５日（火） １３：１５ 

落札者決定通知日(予定)※４ 令和８年１０月５日（月） 

  ※１ 各日の午前９時から午後５時までとする。 

    ※２ 開始日の午前９時から期限日の午後５時までとする。 

  ※３ 事後審査Ⅱ型において、電子入札システム上、入札に参加するための処理として通知するものであり、入札

参加資格を確認するものではない。 

  ※４ 入札参加資格の事後審査の手続きにより延期する場合がある。 

  （４）入札条件 

建設リサイクル法※１ ☐ 対象 ・  否 

フレックス工期契約制度※２ ☐ 対象 ・  否 

ＩＣＴ活用工事 ☐ 対象 ・  否 

ＣＣＵＳ活用工事※３  対象 ・ ☐ 否 

専任特例２号の場合※４の 

監理技術者の配置 
 対象外 

☐ 可 ・ ☐ 不可 
 

電子入札約款第２条第５項で 

定める誓約書※５の提出 
☐ 必要 ・  不要 

債務負担行為の活用  有 

 

☐ 無 
 

契約初年度の支払い※６ 

☐ 有 
 無 

本工事では、契約初年度の 

支払請求は出来ない。 

電子契約サービス※７ 
 可 ・ ☐ 不可 

本工事は、電子契約サービスを選択することができる。 

関連工事 ☐ 有 ・  無 

  ※１ 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成 12 年法律第 104 号）の適用を受ける対象工事の場合、



入札公告（個別編_単独） 

3 

分別解体等及び特定建設資材廃棄物の再資源化の実施が義務付けられる。 

  ※２ 千葉県企業局建設工事フレックス工期契約制度実施要領を参照すること。 

  ※３ 千葉県建設キャリアアップシステム活用工事試行要領(千葉県企業局水道事業)を参照すること。 

  ※４ 専任特例２号の場合とは、建設業法第 26 条第３項第２号による場合をいう。入札公告（共通編）の「技術者

の配置」を参照すること。 

  ※５ 誓約書は、別記１号様式により、資格確認申請書と併せて提出すること。 

  ※６ 「無」の場合、契約初年度の支払い限度額が設定されていない（債務負担行為（全部債務）による工事であ

る）ため、契約初年度は、前払金等の支払請求が出来ないことに留意すること。 

  ※７ 電子契約を希望する場合は、資格確認申請書と併せて、電子契約同意書兼メールアドレス確認書を提出する 

こと。 

（５）その他 

   なし。 

 

２ 入札参加者に必要な資格に関する事項 

  本案件の入札に参加する者に必要な資格は、次のとおりである。 

（１）個別事項 

名 簿 登 載 電気工事の格付がＡ等級である者 

建設業許可 建設業の許可を有する者 

営 業 所 の 

所 在 地 

 

 － 

技術者配置 保有資格 

 

 

 － 

 施工実績 

 
 

 － 

同 種 工 事 
過去１５年間に、上下水道又は工業用水道における高圧受変電設備の設置工事、更新工

事又は維持修繕工事を元請けとして施工した実績がある者。 

そ の 他 
完成工事高 

災害対応貢献企業他 

電気工事に係る完成工事高が、４６百万円以上である者。 

  ・「名簿登載」とは、千葉県建設工事等入札参加資格者名簿（以下、「資格者名簿」という。）における、本案件の発

注工種に対応する業種別の登載状況及び登載されている格付等級による資格要件をいう。 

  ・「建設業許可」とは、本案件の発注工種に対応する建設業法（昭和 24 年法律第 100 号）に定める業種別の許可の

有無による資格要件をいう。 

  ・「営業所の所在地」とは、営業所の有無による資格要件をいう。ここで“主たる営業所”とは、建設業の許可を受

けた主たる営業所をいい、“従たる営業所”とは、建設業の許可（本案件の発注工種に限る）を受けた従たる営業

所で、千葉県建設工事等入札参加資格者名簿において契約委任先として登録した営業所をいう。 

  ・「技術者配置」とは、本工事への配置を予定する主任技術者（又は監理技術者）に求める資格要件をいう。なお、

資格要件が設定されていない場合であっても、建設業法第 26 条の規定による主任技術者（又は監理技術者）の配

置（又は専任配置）は必須となることに留意すること。入札公告（共通編）の「技術者の配置」を参照すること。 

   ただし、主任技術者（又は監理技術者）の専任配置が必要な工事で工場製作のみの期間がある場合は、当該期間

においては主任技術者（又は監理技術者）の専任を求めないものとする。 

  ・「技術者配置」の施工実績及び「同種工事」の“過去 15 年間”の期間は、入札公告の前年度までの 15 か年度間に

当該年度の入札公告までの日を加えた期間（平成２３年４月１日～入札公告の日）をいう。 

  ・「同種工事」とは、入札参加者が有する元請（共同企業体の構成員としての実績は、出資比率 20％以上の場合の
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者に限る。）で施工した実績（竣工したもの）の有無による資格要件をいい、千葉県企業局経常建設共同企業体取

扱要綱（平成７年 11 月 22 日制定）に基づき結成された経常建設共同企業体（以下、「経常ＪＶ」という。）にあ

っては、いずれかの構成員に当該実績がある者を認める。 

  ・「完成工事高」とは、経営事項審査の完成工事高（「２年（又は３年）平均」の欄）について、等級格付けの基礎

となったもの又は有効な経営事項審査によるもののいずれかによる資格要件をいう。 

  ・「災害対応貢献企業」とは、以下のいずれかの有無に該当する者をいう。 

   ア 千葉県知事（又は事務所長）と所定の協定を締結している団体に加入している者 

   イ 過去２年間に、千葉県知事（又は事務所長）の要請に基づき公共土木施設等の災害の予防並びに機能の確保

及び回復のため、本工事の発注事務所管内における災害応急に係る業務のうち本工事の発注工種に係る建設

工事を施工した実績がある者。 

  ・上記の“過去２年間”の期間は、入札公告の前年度までの２か年度間に当該年度の入札公告までの日を加えた期

間（令和６年４月１日～入札公告の日）をいう。 

（２）共通事項 

  ア 資格者名簿に登載されている者のうち、千葉県建設工事請負業者等指名停止措置要領（昭和

60 年４月５日制定）に基づく指名停止措置を、本工事の資格確認申請の期限日から本工事の

落札決定の時までの間、受けていない者。 

  イ 地方自治法施行令（昭和 22年政令第16号）第 167条の４の規定のほか、次の各号に該当しな

い者。 

    ・手形交換所による取引停止処分を受けてから２年間を経過しない者又は本工事の入札日前

６か月以内に手形、小切手を不渡りした者。 

    ・会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）の適用を申請した者で、同法に基づく裁判所からの

更生手続開始決定がされていない者。 

    ・民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）の適用を申請した者で、同法に基づく裁判所からの

再生手続開始決定がされていない者。 

  ウ 経常ＪＶで参加した場合には、その構成員は参加することは出来ない。 

  エ 本案件に係る設計業務等の受託者又は当該受託者と資本若しくは人事面において関連がある

者でないこと。 

    ・この工事に係る設計業務等の受託者 

商 号  － 

所在地  － 

 

    ・当該受託者と資本若しくは人事面において関連がある者 

     （ア）当該受託者の発行済株式総数の 100 分の 50 を超える株式を有し、又その出資の総額

の 100 分の 50を超える出資をしている者。 

     （イ）代表権を有する役員が当該受託者の代表権を有する役員を兼ねている者 

（３）その他 

   なし。 

    

３ 総合評価に関する事項 別添のとおり  

 

４ 各種書類の提出先他 

（１）資格確認資料、技術資料の郵送又は託送による提出先 

  千葉県企業局柏井浄水場 総務課 

  住所 千葉県千葉市花見川区柏井町４３０ 

 

（２）設計図書等に対する質問の提出先 



入札公告（個別編_単独） 

5 

  soumu-kashiwai@mz.pref.chiba.lg.jp 

（３）問合せ先 

  千葉県企業局柏井浄水場 総務課 

  電話 ０４３－２５９－５５３１ 

 


